
＊平成16年度：減税補てん債の借換分246億円を除く
＊平成17年度：岩槻市合併により市債残高256億円増
＊平成20年度：公的資金補償金なし繰上げ償還等に係る借換分26億円を除く
＊借入額・償還額は平成18年度までは決算額、平成19年度及び20年度は予算額
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資料２　さいたま市の財政状況

(単位：億円)

（１）市債発行、元利償還額の推移（一般会計）
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＜全会計市債残高推移＞
（単位：億円）

会計区分
平成18年度末
現　在　高

平成19年度末
現在高見込額

平成20年度
起　債　額

平成20年度
元金償還額

平成20年度末
現在高見込額

一般会計 3,535 3,625 350 349 3,626

特別会計 241 182 18 37 163

企業会計 2,678 2,647 183 220 2,611

合計 6,454 6,454 551 606 6,399

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しません。

＜市民一人当たりの市債残高推移＞
（単位：千円）

会計区分
平成18年度末
現　在　高

平成19年度末
現在高見込額

平成20年度
起　債　額

平成20年度
元金償還額

平成20年度末
現在高見込額

一般会計 296 302 29 29 302

特別会計 20 15 2 3 14

企業会計 224 220 15 18 217

合計 540 537 46 50 532

1,195,005人

H19年4月1日現在

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しません。

1,202,101人

H20年1月1日現在
人口

741

309

0 100 200 300 400 500 600 700 800

政令指定都市平均

さ い た ま 市 

（単位：千円）

＜市民一人当たり市債残高比較＞

（平成18年度普通会計決算）

（２）市債残高の状況
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（単位：千円）

9,129,004 9,265,940

8,444,244 10,361,908

うち通常目的積立 6,640,044 6,739,645

うち満括償還積立 1,804,200 3,622,263

4,000,000 4,000,000

2,410 2,446

85,975 84,260

35,733 35,947

145,191 147,673

126,782 128,294

11,825 12,002

25,912 39,957

11,142,413 0

0 －

7,076,060 4,181,959

28,577 29,005

0 －

14,238 19,765

344,378 333,080

40,612,742 28,642,236

うち満括償還積立を除く 38,808,542 25,019,973

うち満括償還積立 1,804,200 3,622,263

56,519 57,277

2,692,069 2,132,398

396,231 0

3,144,819 2,189,675

43,757,561 30,831,911

41,953,361 27,209,648

1,804,200 3,622,263

合 計

うち満括償還積立を除く

うち満括償還積立

合併振興基金

文化財産等取得基金

墓地基金

計

特

別

会

計

積

立

基

金

 国民健康保険保険給付費支払基金

計

鉄道博物館整備基金

都市開発基金

 高速鉄道東京7号線整備基金

 浦和駅東口駅前地区市街地再開発基金

リサイクル基金

病院整備基金

 介護保険給付費準備基金

 北部拠点宮原土地区画整理事業基金

一

般

会

計

積

立

基

金

財政調整基金

減債基金

職員退職手当基金

学校災害救済基金

教育振興基金

 与野郷土資料館整備基金

ふれあい福祉基金

 一般廃棄物処理施設整備基金

基 金 名
平成19年度末
残 高 見 込

平成20年度末
残 高 見 込

平成19年度末
廃止予定

平成19年度末
廃止予定

平成20年度
廃止予定

（３）基金残高

平成20年度
廃止予定
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第２回 地方自治体バランスシートの全国比較（H16 年度決算版）
【（財）社会経済生産性本部】 

個 別 評 価 

①安定性                      13 政令指定都市中 第１位 

・地 方 債 残 高：さいたま市 約 3,055 億円 ← 政令指定都市平均 約 1兆 3,436 億円

・人口１人当たり残高：  〃    約  30 万円  ←     〃    約 80 万円 

⇒地方債残高が少ないことから、将来の義務的負担が少なく、財政運営が安定している。 

②自立性                      13 政令指定都市中 第１位

・依存財源の割合：さいたま市 ３６.１％ ← 政令指定都市平均 ４１.６％ 

・財 政 力 指 数：  〃         0.990 ←     〃      0.804 

⇒国等の歳入に依存している割合が低く、財政力が高いことから、財政運営が自立している。

③柔軟性                      13 政令指定都市中 第１位

・経常収支比率：さいたま市 ９２.１％ ← 政令指定都市平均 １０２.８％ 

 （減税補てん債等を含む） 

⇒地方税等の経常的な収入を、人件費や公債費等の義務的な支出に充てた割合が低いことから、

財政構造の弾力性がある。 

④生産性                      13 政令指定都市中 第１位

・人口１人あたり行政コスト：さいたま市 約 25 万円 ← 政令指定都市平均 約 37 万円

・人口 1,000 あたり職員数 ：  〃   約 ７ 人  ←     〃    約 ８ 人 

⇒人口に対する行政コストが低いことから、効率的な行政運営を行っている。 

⑤資本蓄積度                   13 政令指定都市中 第１３位

・人口１人あたり有形固定資産：さいたま市 約 117 万円 ← 政令指定都市最大 約 252 万円 

⇒人口に対する社会資本の蓄積が低いことから、社会資本への投資抑制による健全財政の維持

を行っている。 

⑥世代間公平性                   13 政令指定都市中 第２位 

⇒社会資本形成にあたって、地方債等の将来負担が抑制されており、現世代が将来世代のために

行政サービス能力を蓄積している。 

 ＜さいたま市の総合評価＞ 

 第１回（H15 年度決算）に引き続き、13 政令指定都市中第１位 

 政令指定都市の中で、資産・債務の圧縮が最も進んでおり、資産・債務改革のモデル

 国等にあまり頼らず、効率化の努力と社会資本への投資抑制により健全財政を維持 

 財政の弾力性により、債務の負担軽減と将来世代の負担抑制 

（４）各種財政指標 
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単位
政令市平均
(単純) 札 幌 市仙 台 市千 葉 市川 崎 市横 浜 市

歳 入 百万円 389,298 690,940 777,747 395,782 350,874 528,500 1,333,800

歳 出 百万円 376,503 682,813 773,343 390,316 348,403 521,733 1,312,067

(2) 0.995 0.831 0.671 0.822 0.987 1.041 0.950

％ (4) 65.0 59.5 54.9 58.0 59.4 67.9 67.3

％ (2) 2.6 0.8 0.6 0.2 -0.1 0.4 1.2

％ (2) 84.2 92.8 94.3 93.2 93.2 85.5 91.4

％ (2) (89.8) (97.9) (97.9) (98.8) (99.2) (90.6) (96.8)

％ (1) 11.7 18.5 18.1 22.0 17.5 17.4 16.4

％ (1) 12.1 19.2 14.5 17.7 24.8 21.1 26.2

％ (1) 9.8 14.6 13.8 18.0 15.3 14.1 13.5

百万円 (3) 364,343 1,166,090 1,008,702 710,737 700,832 869,758 2,274,680

千円 (1) 309 741 538 710 770 661 638

％ 52.3 41.9 34.2 42.9 47.8 51.1 51.4

％ 0.6 6.7 14.5 7.6 0.2 0.1 1.0

％ 10.4 12.8 14.9 10.5 10.7 11.4 11.2

％ 11.9 10.4 5.6 12.6 18.9 10.7 9.6

％ 44.0 49.2 48.4 45.2 49.3 53.1 47.0

人 件 費 ％ 20.4 17.1 14.5 16.7 18.5 20.7 15.5

扶 助 費 ％ 13.2 17.5 21.0 12.5 14.3 16.2 16.4

公 債 費 ％ 10.4 14.6 12.9 16.0 16.5 16.2 15.1

％ 14.7 9.8 8.8 12.1 12.1 9.7 9.8

％ 7.3 9.3 9.9 8.6 7.3 8.6 11.7

％ 20.8 14.5 9.1 18.5 19.8 14.3 16.1

※政令市平均（単純）については、本市を除いた14政令市の平均数値

※各種指標については、標示桁数以下を四捨五入して掲載している。

財

政

指

標

等

補 助 費 等

地方債現在高計

人口1人あたり

決算
規模

財 政 力 指 数

経常収支比率

起債制限比率

実質公債費比率

公 債 費 比 率

(除減税補てん債等)

市 債

国 庫 支 出 金

義 務 的 経 費

地 方 交 付 税

さいたま市

(順位)
区 分

普通建設事業費

主
な
歳
入
構
成
比

自主財源比率

実質収支比率

市 税

主
な
性
質
別
歳
出
の
構
成
比

物 件 費

各種財政指標における政令指定都市比較（H18年度決算普通会計ベース）
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（単位：百万円）

静 岡 市名 古 屋 市京 都 市大 阪 市堺 市神 戸 市広 島 市北 九 州 市福 岡 市

259,891 991,217 689,143 1,590,506 287,493 748,993 519,228 510,388 689,594

251,291 984,714 679,145 1,587,643 284,977 732,165 513,525 503,521 676,536

0.885 0.994 0.695 0.893 0.784 0.660 0.784 0.660 0.809

56.7 69.0 53.9 63.5 52.9 58.6 56.4 53.6 60.9

3.9 0.2 0.2 0.1 0.4 0.0 0.7 1.3 2.6

83.5 94.7 95.2 99.7 93.1 96.6 95.8 94.2 89.0

(88.5) (99.8) (100.3) (104.5) (98.8) (101.3) (101.0) (99.0) (93.8)

17.0 16.9 16.7 18.1 13.6 23.6 18.6 18.4 24.1

15.7 20.9 19.3 17.5 12.6 22.3 20.9 12.1 23.0

13.0 15.3 11.3 14.2 11.1 22.0 13.8 10.3 18.3

330,612 1,751,056 1,084,131 2,905,201 277,242 1,326,320 890,008 862,712 1,333,263

459 813 780 1,157 333 883 779 874 978

46.4 49.9 36.2 41.0 42.7 35.1 38.6 31.2 37.6

5.3 0.1 11.7 3.0 9.7 13.1 8.7 12.1 6.6

11.0 9.2 14.1 15.9 15.9 12.8 15.9 12.6 12.5

12.9 10.1 11.1 8.9 7.6 6.2 9.2 12.4 10.4

45.5 48.5 51.3 53.5 53.2 55.5 50.1 43.1 44.8

19.6 18.6 19.7 17.5 17.6 18.5 16.4 14.3 11.7

12.5 15.0 19.9 22.9 25.1 17.1 20.2 15.5 16.4

13.4 14.9 11.7 13.1 10.5 19.9 13.5 13.3 16.7

10.9 7.7 7.5 7.4 11.7 8.4 10.7 9.7 10.1

10.2 13.0 7.9 10.1 12.9 7.3 8.6 6.7 7.9

24.0 12.4 13.1 9.5 10.8 10.5 11.2 19.5 13.9
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